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り避難等を「余儀なくされた者」の範疇に含めて考えるべ

きである。  
 ３）以下の［損害項目］においては、基本的に避難等対象者

の損害の範囲等を示すが、損害項目（検査費用、営業損害、

就労不能等に伴う損害等）によっては、本件事故の発生以

降、対象区域内に住居がある者のうち、避難しなかった者

（以下「対象区域内滞在者」という。）の損害も含まれる。 

 

［損害項目］ 

 

１  検査費用（人） 

 

（指針） 

本件事故の発生以降、避難等対象者のうち避難若しくは屋

内退避をした者、又は対象区域内滞在者が、放射線への曝露

の有無又はそれが健康に及ぼす影響を確認する目的で必要か

つ合理的な範囲で検査を受けた場合には、これらの者が負担

した検査費用（検査のための交通費等の付随費用を含む。以

下（備考）の３）において同じ。）は、賠償すべき損害と認

められる。 

 

（備考） 

  １）放射線は、その量によっては人体に多大な負の影響を及

ぼす危険性がある上、人の五感の作用では知覚できないと

いう性質を有している。それゆえ、本件事故の発生により、

少なくとも避難等対象者のうち、対象区域内から対象区域

外に避難し、若しくは同区域内で屋内退避をした者又は対

象区域内滞在者が、自らの身体が放射線に曝露したのでは

ないかとの不安感を抱き、この不安感を払拭するために検

査を受けることは通常は合理的な行動といえる。 

   ２）無料の検査を受けた場合の検査費用については、その避

難 若 し く は 屋 内 退 避 を し た 者 又 は 対 象 区 域 内 滞 在 者 に 実
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損が生じておらず、賠償すべき損害とは認められない。 

３）なお、政府による避難指示等の前に本件事故により生じ

た検査費用があれば、本件事故の発生により合理的な判断

に基づいて実施されたものと推認でき、これを賠償対象か

ら除外すべき合理的な理由がない限り、必要かつ合理的な

範囲でその検査費用が賠償すべき損害と認められる。 

 

２ 避難費用 

 

（指針） 

 Ⅰ）避難等対象者が必要かつ合理的な範囲で負担した以下

の費用が、賠償すべき損害と認められる。 

  ①  対象区域から避難するために負担した交通費、家財

道具の移動費用 

  ②  対象区域外に滞在することを余儀なくされたことに

よ り 負 担 し た 宿 泊 費 及 び こ の 宿 泊 に 付 随 し て 負 担 し た

費用（以下「宿泊費等」という。） 

  ③  避難等対象者が、避難等によって生活費が増加した

部分があれば、その増加費用 

 Ⅱ）避難費用の損害額算定方法は、以下のとおりとする。 

①  避難費用のうち交通費、家財道具の移動費用、宿泊費

等については、避難等対象者が現実に負担した費用が賠

償の対象となり、その実費を損害額とするのが合理的な

算定方法と認められる。 

但し、領収証等による損害額の立証が困難な場合には、

平均的な費用を推計することにより損害額を立証するこ

とも認められるべきである。 

  ②  他方、避難費用のうち生活費の増加費用については、

原則として、後記６の「精神的損害」の（指針）Ⅰ①又

は②の額に加算し、その加算後の一定額をもって両者の

損害額とするのが公平かつ合理的な算定方法と認められ

る。 
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